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【背景・目的】現在、介護職に占める女性の割合は約 8
割である。平成 24 年度社会福祉士・介護福祉士就労状
況調査結果では、女性介護福祉士が過去に職場を辞めた
理由は、「結婚・出産・育児」の割合が最も高く 35.0％
であり、そのうち 20 代では 49.2％、30 代では 58.7％と
なっており、ライフイベントと仕事の両立の難しさが指
摘できる。 
介護職は不規則勤務もあり仕事と子育ての両立が難し
く、女性介護職が働き続けられるための諸条件は、制度
的にも関係者の意識のうえでも未成熟である。離職当初
は出産・育児後に職場復帰を考えていても、実際には想
像以上に大きな障壁があり、本人の意志に反して職場復
帰を断念してしまう職員が多いのが現実である。経験を
積んだ人材の流出は、介護サービスの質・量をともに低
下させる要因となるため、介護施設にとっても大きな損
失である。 
  本発表の目的は、女性介護職が子育てをしながら安心
して働き続けられる労働環境を構築するために、法人・
施設が取り組むべき具体的方策について考察することで
ある。 
 
【方法】新潟県内の社会福祉法人が運営する高齢者介護
施設において、事業所内託児所等、施設独自の女性介護
職へのサポート等の先駆的な取り組みを積極的に実施し
ている 4 法人の施設長などの管理職に対して、半構造化
インタビュー調査を実施した。インタビュー内容は①法
人・施設の概要、②子育てへの具体的なサポート体制に
ついて、③実施しているサポートの効果についてである。 
調査期間は、2014（平成 26）年 9 月 9 日から 10 月 2
日である。倫理的配慮は、新潟医療福祉大学倫理委員会
の承認済み（承認番号 17472‐40307）である。 
 
【結果】調査の結果、4 法人すべてに共通する事項と独自
の取り組みをしている事項が見られた。 
共通する事項は、①育児休業中のサポート、②子が 3
歳に達するまでの「短時間勤務制度」、③子が小学校就学
前までの「夜勤の免除」、④周囲の職員によるサポートで
ある。これらの取り組みを実行するために①については、
育児休業中に本人が職場を訪問し、上司と職場復帰へ向
けての面談を実施している。②③については、夜勤のな
い部署への配置転換や職種を変更して、働きやすいよう
に工夫し配慮されている。④については、②および③を
利用することにより、周囲の職員の負担が増すことにな
るが、「お互いさま」の風潮や「助け合い」の精神による
職員の協力が存在していることである。 
独自の取り組みをしている事項として、A 法人では、
子の看護休暇日数を法定以上の年間 20 日間としている。
B 法人は育児休業中に施設から本人の気持ちが離れない
ようつながりを持ち、広報誌の郵送や月 1 回子どもと一
緒に行事に参加を促している。C 法人は認可保育園、D 法
人は企業内保育苑および認可保育園を設置している。さ
らに D 法人では、これらの保育施設を利用している職員
に対して「保育手当」を支給している。このように 4 法
人でそれぞれ独自のサポート体制を構築している。 
 
【考察】子を持つ女性の潜在的介護福祉士（介護福祉士
の有資格者であるが、実際には職に従事していない者）
が就業していない理由を見てみると、「出産・子育て」の
割合が最も高く 38.0％である。年齢別に見ると 20 歳代
で 53.1％、30 歳代で 69.8％となっている。また、子ども
の年齢別に見ると「末子が 0～5 歳（未就学児）」の場合
94.7％、「末子が 6～12 歳（小学生）」の場合 59.1％とな
っており末子の年齢が低いほど高い割合となっている。 
彼女らが今後再就職をする際に、末子が 0 歳から 12 歳
までの子を持つ職員ほど、「子育て支援の充実」や「労働
時間・休日・勤務体制が希望に沿う」労働環境を重視して
いることが明らかになっている。 
このことから、インタビュー結果で得られたさまざま
な制度の利用や周囲の職員の配慮・協力によって、子育
てをしながらでも働き続けられることが可能な労働環境
が構築され、潜在的な経験者の雇用などの入職希望者が
拡大する効果が得られると考えられる。そして、介護職
が量的に充実し、子育てを理由とする離職防止や職員定
着により介護の質の向上にも繋がると考えられる。また、
これらの要因は相互作用によりさらなる好循環を生み出
すものと考えられる。 
また、法人・施設の先駆的なサポート体制の取り組み
の実態からは、職員一人ひとりを大切な人材として位置
付ける「職員尊重の心」とライフイベントをサポートし
たい「想いやりの心」が見出された。このような精神が存
在しなければ、「お互いさまの風土」「助け合いの精神」
が芽生え、「安心して働くことができる環境づくり」はで
きないと指摘できる。 
 
【結論】子育てへのサポート体制が構築され、労働環境
が整うことで、女性介護職にとって働きやすい魅力的な
職場となる。そして、離職の防止・職員定着、子育て等の
理由で仕事を辞めた介護職経験者の採用にもつながり、
介護人材確保も現状より容易になる。そのためには、法
人・施設の総意として職員とそのライフイベントを尊重
する職場環境をつくるとともに、法人・施設が率先して
想いやりの精神を持つことが重要であると主張できる。 
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【背景・目的】わが国の医療社会事業従事者の組織化は
1950 年代に始まり、全国組織としては 1953 年発足の日
本医療社会事業家協会がそれにあたる。同協会は設立 10
年後に出版事業を強化し、それまで会員のみで共有してき
た会報を誰でも定期購読が可能な市販の月刊誌へと大き
く転換させた。しかし、出版社からの発行によるこの月刊
誌の刊行は 1 年半で終わり、再び協会内部の発行物とな
り、発行頻度も年数回へと減った。以後、半世紀を経た今
日に至るまで、医療ソーシャルワーカーを対象とした月刊
のジャーナルは刊行されていない。 
 斯界において、極めて限られた時期にしか出版されなか
った定期刊行物という意味で、医療社会事業史研究にとっ
ては貴重な史料といえる全 18 号の月刊誌とその前後の発
行物を先般、入手したので、それらの変遷の過程を概観し、
専門職文化の在りようについて検討したい。 
 
【方法】医療社会事業史に関する歴史研究であり、下記の
史料を主たる調査対象とした文献研究である。 
＜主な調査対象＞ 
編集：社団法人日本医療社会事業協会 
発行：川島書店 
書名：『医療と福祉』 
№1（1964 年 10 月 15 日発行）から№18（1966 年 
3 月 15 日発行）までの全 18 冊。（各 48 頁） 
 
【結果】 
１．日本医療社会事業協会と会報・会誌の変遷 
 1953 年 日本医療社会事業家協会 設立（会員数 197 人） 
 1954 年 『會報』創刊号 発行 
 1955 年 第 3 号よりタイトルを『会報』と表記 
 1958 年 会の名称を日本医療社会事業協会に変更 
 1963 年 協会設立 10 周年を機に社団法人化の方針を 
総会決議（会員数が初めて千人を超える） 
1964 年 社団法人の認可を受ける 
この年までに 17 号の『会報』を発行したが、 
法人化を契機に出版事業の強化を図り、同年 
10 月に川島書店より月刊誌『医療と福祉』創 
刊号を刊行（会員外販価 120 円） 
 1966 年 3 月、月刊最後の『医療と福祉』18 号刊行 
      11 月、会員誌として『医療と福祉』再刊 1 号 
     刊行（以後、1972 -74 年の休刊を除き、現在 
まで刊行。現在は年 2 回刊行） 
２．月刊誌の出版意図と編集方針 
月刊『医療と福祉』創刊号（1964）の巻末は 2 頁にわた
る「協会ニュース」で締めくくられており、その中に法人
化実現の経緯に続き、「医療における人間の回復をめざし
て－新雑誌の創刊－」という見出しで、この月刊誌の創刊
に込められた協会のポリシーが記されている。 
「今までの会報を脱皮」し、対象とする読者は協会員が
基本ではあるが、「医療チーム内の医師、保健婦、看護婦、
栄養士、薬剤師、レントゲン技師、O・T、P・T または他
の社会福祉領域の人たち、社会福祉専攻学生など、多勢の
人達に広く読んでもらうために購読者を増やし、側面的に
多数の力で協会をささえてゆく方法をとる」（表記は原文
のまま）として、医療・福祉の関係者に医療社会事業への
理解者を増やしていこうとする意図が示されている。 
そして編集の根本方針として、「医療社会事業の本質的
追求」「医療社会事業の必要性の認識」「事例研究」「名著
の紹介」など全 19 項目のコンテンツを列挙している。 
３．発行体制の変遷 
1964 年 10 月から 1 年半は毎月刊行され、内容も編集
方針を反映した多彩な論文や記事で構成されていたが、誌
上で予告のないまま、1966 年 3 月の 18 号を最後に休刊
となった。主に財政的な理由で出版社との契約を継続する
ことができず、協会内の会員誌として、再刊という形で同
年 11 月から発行されたが、頻度は隔月刊、季刊、年２回
刊と次第に減少。1972 年～74 年に協会活動そのものが停
滞して休刊。1974 年 3 月に復刊して現在に至る。（協会は
2011 年に公益社団法人日本医療社会福祉協会となる） 
  
【考察】保健・医療の専門職にはそれぞれの分野の実践者
や研究・教育者が論文や実践報告等を投稿したり、最新の
情報を得たりするための媒体として月刊の専門誌が活用
されているが、医療ソーシャルワーカーには従事者数が 1
万人近くになっているという今日においても月刊誌がな
く、医療分野に限らず「ソーシャルワーカー」という職種
に拡げてみても、投稿可能な月刊のジャーナルはない。社
会福祉士という国家資格化からも 30 年近くを過ぎ、有資
格者が 20 万人を超えていながら、投稿可能な月刊誌が存
在しないというところに斯界における専門職文化の未成
熟を指摘せざるを得ない。 
 
【結論】１年半というごく限られた期間ながら、組織的に
も財政的にも現在よりはるかに脆弱な体制だったはずの
半世紀前に医療社会事業分野で月刊の専門誌が存在した
ことは、現任者の間でも知らない者が増えつつある。自ら
の職能と社会的な認知度を高めようと懸命に取り組んだ
先人の志と努力は評価されるべきであり、さらにそれが当
時なぜ可能となったのかが解明されるべきであろう。 
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